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＜歴史的な通貨供給増＞ 

 新型コロナウィルスがもたらした

世界的な感染症拡大以降、世界的な

産業の変革が加速した。それはＩＴ

関連、サイバー空間における各種サ

ービス産業の発展であり、またバイ

オテクノロジー、医療関連産業の変

革・発展である。各国通貨当局の大

量の通貨供給は、不振産業の救済に

回るというより新たな産業の発展の

ための投資資金として流入している

と見られる。米国の通貨供給量（Ｍ

２）の増加率は、2020年の前半の半

年間において 18.7％の伸びを示し

たが、これは過去リーマンショック

の時の 2007年末から 2009 年末にか

けての 2 年間の通貨供給量の伸びを

上回るものである。 

＜ＩＴ関連産業の発展＞ 

 ＩＴ関連産業は、10年以上前のリ

ーマンショックの時、世界的な景気

後退の時期を契機として大きく発展

してきた。それ以前の石油や資源産

業の隆盛は変革の時期を迎えた。今

回のコロナショックともいうべき突

然の事態は、さらなる発展の契機と

なりつつある。 

＜ナスダックに流入する資金＞ 

米国ナスダック市場は、様々なＩ

Ｔ関連企業が上場されているが、ク

ラウド、５Ｇ、テレワークといった

時代を象徴する言葉に表れている

ようにＩＴ企業のなかでも物理的

な空間を越えてサイバー空間で発

展しつつあるのが特徴である。 

例えば紙の文書から電子的な文

書に変わりつつある中で電子署名

の分野で新規事業が生まれ、各国の

法律に沿ったシステムを提供して

いる企業が確固たる地位を築きつ

つある。またデータの処理や保管を

個々のパソコンから切り離したクラウドの発展によりクラウドを利用した様々なサービスを提供する

企業、またクラウドの運用状況を監視するシステムを提供する企業も現れてきている。さらにオンライ

ン教育、オンライン医療の分野でも様々な企業が発展しつつあり、オンライン上で教師と生徒を結びつ
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けるシステムを提供している企業や医療データの提供・処理を行う企業も出てきている。中小事業者の

ためにオンライン上のプラットフォームを提供している企業も出てきているし、オンライン上の金融取

引、資金決済などもますます高度化してきている。サイバー空間における産業革命が起きつつあると感

じられる。 

最近のオンライン上の事業例 

 

事業のタイプ 企業例 事業内容 

従来の文書をオンライン上

に置換するもの 

アドビ(ADBE) 文書表示のファイル形式などを提供 

ドキュサイン(DOCU) 電子署名システム 

クラウドに関するもの データドッグ(DDOG) クラウドシステムの監視 

オクタ(OKTA) クラウド ID管理・認証 

トゥイリオ(TWLO) 消費者と企業のコミュニケーションに

関連したクラウド 

ワークデイ(WDAY) 企業向け財務・人事・営業等クラウド 

医療に関するもの 

 

テラドック・ヘルス(TDOC) オンライン診療 

ヴィーヴァ(VEEVA) クラウドを利用した医療関連データの

処理・提供・コンサルティング等 

医療関連企業が顧客 

リボンゴ(LVGO) 身体に関するデータの診断・管理システ

ム 

オンライン上の商取引に関す

るもの 

 

チェッグ(CHGG) オンライン教育 

ショピファイ(SHOP) 中小事業者等へオンライン上の商取引

プラットフォーム提供 

レモネード(LMND) 人口知能を利用したオンライン損害保

険 

ペイパル(PYPL) オンライン資金決済 


